
平成2１年３月

東京都総務局総合防災部震災対策担当課長 赤木宏行

東京都で想定される地震被害
と地域連携による減災対策

ⅠⅠ 直面する危機直面する危機



新興感染症

大 地 震

風 水 害

大規模テロ

武 力 攻 撃

大規模事故
（原発事故・火災爆発事故・
鉄道・航空機・船舶事故）

従来の災害

自然災害 人為災害

噴 火 災 害

サイバーテロ新たな災害多様化する広域的な
危機に迅速かつ的確
に対応する！！！
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首首 都都 直直 下下 地地 震震



世世 界界 のの 地地 震震 分分 布布

注）1991～2001年、M5以上、100㎞より浅い地震
資料：アメリカ地質調査所の震源データをもとに気象庁において作成

地地 震震 のの しし くく みみ

世界のプレート１２枚のうち、
４枚が日本列島に集中

世界で発生したM6以上の地震
1994年～2003年

世界
960

日本220
（22.9％）



◆ 関東大震災クラス（Ｍ８）の地震は今後

100以内に発生する可能性はほとんどない

◆ 南関東で、３０年以内にＭ７クラス

（6.7～7.2）の大地震が発生する確率は ７０％７０％
地震調査研究推進本部(平成１６年)

大大 地地 震震 のの 来来 歴歴

４
5弱

5強

6弱

6強

東京湾北部地震Ｍ７．３東京湾北部地震Ｍ７．３ のの 震度分布震度分布

・非常な恐怖を感じる。

・棚にある食器類、書棚の本の
多くが落ちる。タンスなど重い家
具が倒れることがある。

・耐震性の低い住宅は、壁や柱
がかなり破損したり、傾くものが
ある。

５強

・立っていることができず、
はわないと動けない。

・固定していない重い家
具のほとんどが移動、転
倒。

・耐震性の低い住宅では、
倒壊するものが多い。

・立っていることが困難。

・固定していない重い家
具の多くが移動、転倒。

・耐震性の低い住宅で
は、倒壊するものがある。

６強６弱

区部51％

区部49％



被害は阪神・淡路大震災を大きく上回る !!

阪神・淡路大震災は早朝に発災 → 帰宅困難者は問題とならなかった

首都直下地震の被害想定首都直下地震の被害想定

冬5時冬18時冬18時時期・時刻

385万人 399万人

31万棟 35万棟

35万棟 35万棟

13万棟 13万棟

15.9万人 16.1万人

5.6千人 6.4千人

M7.3

直接被害約10兆円首都圏112兆円－経済被害

390万人448万人（東京都市圏内392万人）帰宅困難者

32万人310万人271万人避難者

負傷

死者

半壊

全壊

14万4千棟21万棟

4万4千人（20万人）7.5万人

7,432棟

10万5千棟

6,434人

3m/秒

M7.3

淡路島～宝塚直下

阪神・淡路大震災

（1995）

41万棟

12万棟

7.8千人

15m/秒

M7.3

東京湾北部

中央防災会議

（2005想定）

18万棟

6万棟

2.8千人

6m/秒 15m/秒

M6.9  

東京湾北部

東京都

（2006想定）

焼失棟数

建物

被害

人的

被害

風速

地震の規模

震源

ⅡⅡ 駅前滞留者対策駅前滞留者対策



都内滞留者数都内滞留者数 首都直下地震による東京の被害想定

※ 帰宅距離が１０㎞以内は全員「帰宅可能」とする。

１０～２０㎞は、１㎞距離が増すごとに「帰宅可能」者が１０％ずつ逓減。

２０㎞以上は全員「帰宅困難」とする。

281846210256多摩

26086346542888区部

2881043927521,144東京都

20km10～

20km

距離帯別
帰宅困難者数徒歩帰宅者数

内 訳

都内滞留者数

単位：万人

主要ターミナル駅別帰宅別帰宅困難者数主要ターミナル駅別帰宅別帰宅困難者数

0

50,000

100,000

150,000

200,000

渋谷 上野 新宿 池袋 東京 品川 町田 八王子
182,858 89,894 167,197 165,733 198,309 127,864 125,512 84,528 
103,595 44,234 90,594 84,764 142,428 89,130 28,296 17,358

滞留者
帰宅困難者



駅前滞留者対策の考え方駅前滞留者対策の考え方
○ 首都直下地震が発生した場合、交通機関の停止により、ターミナル駅は多
くの滞留者で混乱する恐れがある。

○ 発災直後、都や区市町村は、救命救助に重点を置くため、外出者に対する
公的な支援には限界がある。

○ 駅周辺の事業者からなる協議会を中心に、行動ルールに基き混乱防止に
取組む。

組織は組織で対応する
⇒事業所、学校、その他団体単位で構成員（従業員、顧客、

生徒等）に対応する。

地域が連携して対応する
⇒協議会が中心となり、組織化されていない 買物客、観光

客等に地域で対応する。

公的機関は地域をサポートする
⇒都、区、国が協力連携して、地域の対応を支援する。

自助の行動ルール

共助の行動ルール

公助の行動ルール

重点事業重点事業 駅前滞留者対策駅前滞留者対策

１
協議会の設置

１１
協議会の設置協議会の設置

２
対策と訓練計画
の作成
（東京湾北部地震Ｍ7.3）

２２
対策対策と訓練と訓練計画計画
のの作成作成
（東京湾北部地震Ｍ（東京湾北部地震Ｍ7.37.3））

４
対策と訓練の
検証

４４
対策と対策と訓練の訓練の
検証検証

○都と地元自治体が協力

○ ４ヵ年事業（1年2駅）

○地域防災計画の外出者
対策を牽引

３３
訓練訓練の実施の実施
・災害情報受発信
・避難誘導訓練
・一時待機施設受入訓練
・(時差）帰宅支援訓練



モデル事業実施駅

２ 駅

2 駅

品川 駅

池袋 駅

新宿 駅

北千住駅

実施駅

36団体

47団体

41団体

25団体

協 議 会

参加団体数

２２

約1200人21.1.27

約2100人20.1.25

２１

約4500人21.1.23
20

約1200人20.1.22
１９

訓練参加者数実施日年度

平成２０年１月２５日
新宿駅周辺滞留者対策訓練
小田急百貨店前



ⅢⅢ 自助・共助・公助自助・共助・公助

被害を最小限にとどめるための３本柱被害を最小限にとどめるための３本柱

自 助

・自らの生命
は自らが守る

共 助

・自分たちの
まちは自分
たちで守る

公 助

・応急対策活動の迅速化

・災害に強いまちづくりの推進



◆ 阪神・淡路大震災では、全壊かつ焼失する家屋の
要救助者数のうち、家族、親族、近所の人による救
出者は7割を越える

◆ 救急・救出活動は地震発生後の72時間が重要

＜阪神・淡路大震災における消防団の救出状況＞

◆ 阪神・淡路大震災では、全壊かつ焼失する家屋の
要救助者数のうち、家族、親族、近所の人による救
出者は77割を越える割を越える

◆ 救急・救出活動は地震発生後の7272時間が重要時間が重要

＜阪神・淡路大震災における消防団の救出状況＞

5.9%21.8%28.5%80.5%生存者救出率

1/201/191/18１/17

自助・共助の重要性自助・共助の重要性

自 助

・自らの生命は
自らが守る

共 助

・自分たちの
まちは自分
たちで守る

自助、共助への支援（都・区市町村）自助、共助への支援（都・区市町村）

◆ 震災対策の普及・啓発
（防災展、広報、ホームページ、パンフレット）

◆ 防災教育

◆ 住宅の耐震化・不燃化への助成

◆ 家具転倒防止対策
（高齢者、障害者世帯への転倒防止器具取付事業への助成）

◆ 防災市民組織の育成
（リーダー研修、防災訓練への支援）

◆ 防災市民組織への資機材の提供

◆ 防災市民組織と企業等との連携強化

◆ 駅前協議会モデル事業

例 示

例 示



危機管理対策会議

議長：危機管理監

災害対策本部

本部長：都知事

体制

全職員総合防災部全員
（指定・業務・班要員 ）

総合防災部

（指定要員等）

総合防災部

（指令室）
要員

震度6弱以上震度5強震度５弱震度４地震

レベル４

特別非常配備態勢

レベル３

災害即応態勢

レベル２

情報連絡態勢

レベル１

情報監視態勢態勢

地震発生時の活動態勢（参集基準）地震発生時の活動態勢（参集基準）

Thanks You …


